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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋼管（１１５）の先端に掘削手段（Ｍ）を回転自在に設け、その掘削手段（Ｍ）により
地盤を掘削しつつ推進する推進機（１）の軌道修正装置において、地上部（Ｇ）には推進
機（１）の制御手段（１１）と自動追尾式トータルステーション（１２）とが設置され、
その推進機（１）には自動追尾式トータルステーションで追尾するプリズム（３）と、自
動追尾式トータルステーション（１２）による視準が不能な場合に計測する３軸ジャイロ
（４）およびロケータ（５）とが設けられ、さらに地上部（Ｇ）に無線によって位置デー
タを制御手段（１１）に伝達するロケータ検知装置（１５）が設けられ、前記鋼管（１１
５）には掘削手段（Ｍ）の軌道修正装置（１１０）の軸受部（１０４）が支持スプリング
（１０８）によって傾斜可能に支持され、油圧モータ（１０５）によって駆動される前記
掘削手段（Ｍ）の先端回転部（１０１）には掘削用のジェット噴流（Ｊ２）を噴射する噴
射ノズル（Ｎ１）が設けられ、そして先端回転部（１０１）の側面には交差噴流（Ｊ１）
を形成する一対のノズル（Ｎ１）が設けられ、先端回転部（１０１）は制御シリンダ部（
１０２）を有し、その制御シリンダ部（１０２）の外周部には半径方向に伸縮する姿勢制
御用シリンダ（１０６）が設けられ、前記制御手段（１１）はまずノズル（Ｎ１、Ｎ２）
からジェット噴射を行い油圧モータ（１０５）で先端回転部（１０１）を回転させ、軌道
修正が必要であれば油圧モータ（１０５）を逆転させて姿勢制御用シリンダ（１０６）を
所定方向に向け、姿勢制御用シリンダ（１０６）を伸ばして先端回転部（１０１）を傾け
、軌道が修正されれば、姿勢制御用シリンダ（１０６）を縮めて掘削手段（Ｍ）の傾きを
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戻す機能を有することを特徴とする推進機の軌道修正装置。
【請求項２】
　鋼管（１１５）の先端に掘削手段（Ｍａ）を回転自在に設け、その掘削手段（Ｍａ）に
より地盤を掘削しつつ推進する推進機（１）の軌道修正装置において、地上部（Ｇ）には
推進機（１）の制御手段（１１）と自動追尾式トータルステーション（１２）とが設置さ
れ、その推進機（１）には自動追尾式トータルステーションで追尾するプリズム（３）と
、自動追尾式トータルステーション（１２）による視準が不能な場合に計測する３軸ジャ
イロ（４）およびロケータ（５）とが設けられ、さらに地上部（Ｇ）に無線によって位置
データを制御手段（１１）に伝達するロケータ検知装置（１５）が設けられ、前記鋼管（
１１５）には掘削手段（Ｍａ）の軌道修正装置（１１０）の軸受部（１０４）が支持スプ
リング（１０８）によって傾斜可能に支持され、油圧モータ（１０５）によって駆動され
る前記掘削手段（Ｍａ）の先端回転部（１０１ａ）には掘削用ビット（１５０）が設けら
れ、その掘削用の円形の端面は切羽側であり、その切羽側には複数の切羽用チップ（１５
２）が設けられており、前記先端回転部（１０１ａ）は制御シリンダ部（１０２）を有し
、その制御シリンダ部（１０２）の外周部には半径方向に伸縮する姿勢制御用シリンダ（
１０６）が設けられ、前記制御手段（１１）はまず先端回転部（１０１ａ）と共に掘削用
ビット（１５０）を油圧モータ（１０５）で回転させ、軌道修正が必要であれば油圧モー
タ（１０５）を逆転させて姿勢制御用シリンダ（１０６）を所定方向に向け、姿勢制御用
シリンダ（１０６）を伸ばして先端回転部（１０１ａ）を傾け、軌道が修正されれば、姿
勢制御用シリンダ（１０６）を縮めて掘削手段（Ｍａ）の傾きを戻す機能を有することを
特徴とする推進機の軌道修正装置。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、鋼管先端に掘削手段を回転自在に設け、該掘削手段により地盤を掘削しつつ
推進する推進工法（例えば、スクラムモール工法等）で用いられる推進機の軌道修正装置
に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　従来、小口径の噴流式推進工法における推進機の位置計測には、発光ダイオード付きタ
ーゲットを推進機先端部に設置し、後方からＴＶカメラ搭載のセオドライトで視準して位
置ずれを検知する等の方法で行われていた。
　しかし、この検知方法では、管に撓みが生じた場合や、掘削された推進孔が曲折してい
る場合、長距離になった場合等において、ターゲットが視認できないという問題点があっ
た。或いは、曲線時に計測できないといった問題点があった。
【０００３】
また、この他に、推進機にセンサを設けて地上に設置したロケータで追尾したり、ジャイ
ロを設けて位置を計測する等の方法がある。
しかし、ロケータでは、センサと検知装置との間の地中に大きな金属物や高圧線などある
場合や、センサと検知装置の間の地表面に鉄道の架線などがあって強力な電磁波が発生し
ている場合などでは、検知できないことがある。
また、ジャイロでは、誤差が逐次累積されるので、長時間の使用では、その位置計測精度
（正確さ）が不十分となる場合があるという問題点を有している。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明は、上記の問題点に鑑みて提案されたものであり、掘削推進工法で用いられ、且
つ、どの様な状況下においても容易且つ正確に位置検知を行うことが出来る様な推進機の
軌道修正装置の提供を目的としている。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
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　 本発明の推進機の軌道修正装置は、鋼管（１１５）の先端に掘削手段（Ｍ）を回転自
在に設け、その掘削手段（Ｍ）により地盤を掘削しつつ推進する推進機（１）の軌道修正
装置において、地上部（Ｇ）には推進機（１）の制御手段（１１）と自動追尾式トータル
ステーション（１２）とが設置され、その推進機（１）には自動追尾式トータルステーシ
ョンで追尾するプリズム（３）と、自動追尾式トータルステーション（１２）による視準
が不能な場合に計測する３軸ジャイロ（４）およびロケータ（５）とが設けられ、さらに
地上部（Ｇ）に無線によって位置データを制御手段（１１）に伝達するロケータ検知装置
（１５）が設けられ、前記鋼管（１１５）には掘削手段（Ｍ）の軌道修正装置（１１０）
の軸受部（１０４）が支持スプリング（１０８）によって傾斜可能に支持され、油圧モー
タ（１０５）によって駆動される前記掘削手段（Ｍ）の先端回転部（１０１）には掘削用
のジェット噴流（Ｊ２）を噴射する噴射ノズル（Ｎ１）が設けられ、そして先端回転部（
１０１）の側面には交差噴流（Ｊ１）を形成する一対のノズル（Ｎ１）が設けられ、先端
回転部（１０１）は制御シリンダ部（１０２）を有し、その制御シリンダ部（１０２）の
外周部には半径方向に伸縮する姿勢制御用シリンダ（１０６）が設けられ、前記制御手段
（１１）はまずノズル（Ｎ１、Ｎ２）からジェット噴射を行い油圧モータ（１０５）で先
端回転部（１０１）を回転させ、軌道修正が必要であれば油圧モータ（１０５）を逆転さ
せて姿勢制御用シリンダ（１０６）を所定方向に向け、姿勢制御用シリンダ（１０６）を
伸ばして先端回転部（１０１）を傾け、軌道が修正されれば、姿勢制御用シリンダ（１０
６）を縮めて掘削手段（Ｍ）の傾きを戻す機能を有している。
【０００６】
　本発明の推進機の軌道修正装置は、鋼管（１１５）の先端に掘削手段（Ｍａ）を回転自
在に設け、その掘削手段（Ｍａ）により地盤を掘削しつつ推進する推進機（１）の軌道修
正装置において、地上部（Ｇ）には推進機（１）の制御手段（１１）と自動追尾式トータ
ルステーション（１２）とが設置され、その推進機（１）には自動追尾式トータルステー
ションで追尾するプリズム（３）と、自動追尾式トータルステーション（１２）による視
準が不能な場合に計測する３軸ジャイロ（４）およびロケータ（５）とが設けられ、さら
に地上部（Ｇ）に無線によって位置データを制御手段（１１）に伝達するロケータ検知装
置（１５）が設けられ、前記鋼管（１１５）には掘削手段（Ｍａ）の軌道修正装置（１１
０）の軸受部（１０４）が支持スプリング（１０８）によって傾斜可能に支持され、油圧
モータ（１０５）によって駆動される前記掘削手段（Ｍａ）の先端回転部（１０１ａ）に
は掘削用ビット（１５０）が設けられ、その掘削用の円形の端面は切羽側であり、その切
羽側には複数の切羽用チップ（１５２）が設けられており、前記先端回転部（１０１ａ）
は制御シリンダ部（１０２）を有し、その制御シリンダ部（１０２）の外周部には半径方
向に伸縮する姿勢制御用シリンダ（１０６）が設けられ、前記制御手段（１１）はまず先
端回転部（１０１ａ）と共に掘削用ビット（１５０）を油圧モータ（１０５）で回転させ
、軌道修正が必要であれば油圧モータ（１０５）を逆転させて姿勢制御用シリンダ（１０
６）を所定方向に向け、姿勢制御用シリンダ（１０６）を伸ばして先端回転部（１０１ａ
）を傾け、軌道が修正されれば、姿勢制御用シリンダ（１０６）を縮めて掘削手段（Ｍａ
）の傾きを戻す機能を有している。
【０００７】
上記のように構成された本発明によれば、プリズム、３軸ジャイロおよびロケータ用セン
サを備えた推進機によって掘進を開始し、まず操作機側から自動追尾手段でプリズムを追
尾して位置を検知し、視準が不能の場合には３軸ジャイロによる位置計測に切り換える。
そして、ジャイロドリフトとロケータ誤差とを比較し、ジャイロドリフトがロケータ誤差
より小さい場合にはジャイロによって位置計測を行い、ジャイロドリフトがロケータ誤差
より大きい場合にはロケータにより位置計測を行ってその値をジャイロの位置計測値に置
き換え、その計測値は操作機側に伝送されて掘削が進行される。
この様に、視準範囲では簡易かつ確実な自動追尾手段により、そして、視準不能の場合に
はジャイロまたはロケータによる位置計測に切換えられ、誤差がチェックされてより正確
な手段が選択されて推進される。
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換言すれば、本発明によれば、掘削中の地盤の状況や掘削位置により、プリズムを用いた
自動追尾手段、ジャイロ、ロケータの内で、最も誤差が小さい掘削方式を選択して、掘削
位置を決定し、噴流式推進工法を施行することが出来る。
【０００８】
ここで、前記掘削手段として、例えばジェット噴出手段（例えばノズル）を有するモニタ
を用いることが出来る。この場合、当該モニタを鋼管先端に回転自在に設け、該モニタか
ら噴出されるジェット噴流により地盤を掘削しつつ推進する噴流式推進工法が行われる。
或いは、前記掘削手段としては、切羽側の面に掘削用チップを多数設けた機械的な掘削用
ビットを採用することも可能である。
【０００９】
　本発明の推進機の軌道修正装置の実施に際しては、鋼管先端に掘削手段を回転自在に設
け、該掘削手段により地盤を掘削しつつ推進する推進工法で用いられる推進機の軌道修正
装置であって、前記掘削手段は、ばね機構により前記鋼管の先端部に傾斜可能に支持され
、駆動源により回転し、半径方向に伸縮する姿勢制御用シリンダの回転および伸縮により
傾斜角度および傾斜方向が制御される様に構成されており、軌道修正を必要とするか否か
を判断する判断工程と、軌道修正を必要としない場合に駆動源により掘削手段を正転し且
つジェット噴流を噴射しつつ直線的に推進する直線掘進工程と、軌道修正を必要とする場
合に掘削手段を所定方向に傾斜させて前記掘削手段を推進することにより軌道を修正する
軌道修正工程とを含み、該軌道修正工程は、駆動源により掘削手段を逆転してワンウエイ
クラッチの作動方向に回動して姿勢制御用シリンダを円周方向の所定位置へ配置せしめる
工程と、姿勢制御用シリンダを伸長して掘削手段を所定方向に傾斜させ且つ当該掘削手段
を推進することにより軌道を修正する工程と、軌道の修正が完了したら姿勢制御用シリン
ダを縮め掘削手段の傾斜を戻して直線掘進を再開する工程とを組み合わせて用いることが
好ましい。
【００１０】
また、本発明の位置検出装置の実施に際しては、鋼管先端に掘削手段を回転自在に設け、
該掘削手段により地盤を掘削しつつ推進する推進工法で用いられる軌道修正装置であって
、前記掘削手段を前記鋼管内先端部にばね機構を介して傾斜可能に支持し、前記掘削手段
は先端回転部を有し、該先端回転部をワンウエイクラッチを介して回転駆動する駆動源を
設け、半径方向へ伸縮可能に構成されている姿勢制御用シリンダを前記先端回転部に設け
、制御手段を有し、該制御手段は、掘削手段を所定方向に傾斜させて軌道修正することを
必要とする場合に、駆動源により掘削手段を逆転してワンウエイクラッチの作動方向に回
動し、前記姿勢制御用シリンダを円周方向の所定位置まで移動し、前記姿勢制御用シリン
ダを半径方向に伸長する様に構成されている軌道修正装置と組み合わせて用いることが好
ましい。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して本発明の実施形態を説明する。
図１において、地上部Ｇにはロケータ検知装置１５が配設され、また、推進機１の操作機
Ｃ側には操作盤１１（制御手段）および自動追尾式トータルステーション１２が設置され
ている。そして、掘進する推進機１にはその自動追尾式トータルステーション１２の対向
位置にプリズム３が設けられて自動追尾手段が構成され、さらに３軸ジャイロ４、前記ロ
ケータ用のセンサ５、および多重伝送装置６が設けられて前記操作盤１１に配線Ｌされて
いる。
【００１２】
こうして、推進機１の多重伝送装置６から配線Ｌにより、また、ロケータ検知装置１５か
らはアンテナを介して無線によってそれぞれ位置データが操作機側の操作盤１１に伝達さ
れ、表示装置にはそのデータ、例えば計画線からのずれが表示される。そして、自動追尾
手段による視準が不能の場合には、ジャイロまたはロケータによる位置計測に切換えるよ
うに操作機側から制御されている。
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【００１３】
　以下、図２のフローチャートを参照して本発明の実施態様の手順を説明する。
　 掘進を開始すると、まず自動追尾式トータルステーション１２での検知によりスター
トする（ステップＳ１）。そして、同ステーション１２にて推進機１のプリズム３を追尾
し、それが見えるか否か判定する（ステップＳ２）。その結果が、Ｙｅｓであれば繰り返
し、Ｎｏであれば、３軸ジャイロによる計測に切換える（ステップＳ３）。
【００１４】
そして、３軸ジャイロの計測で掘進し、掘削深度および掘削時間から演算されるジャイロ
ドリフトがロケータ誤差以下か否か判定する（ステップＳ４）。
その結果が、Ｙｅｓであれば、ジャイロによる位置計測で掘進し、Ｎｏであれば、ロケー
タによる位置計測を行い、ジャイロによる計測値を補正する。こうしてステップＳ７に進
んで所定の掘削が終了したか否か判定し、Ｎｏであれば、ステップＳ４に戻り、Ｙｅｓで
あれば掘削を終了する。
【００１５】
　以下、図３－図９を参照して、図１及び図２で説明した本発明の実施形態と、好適に組
み合わされる軌道修正方法について説明する。
【００１６】
図３において、二重の鋼管１１５は外管１１６および内管１１７で構成され、その先端の
内部には、全体を符号Ｍで示すモニタの軌道修正装置１１０が挿入されている。その軌道
修正装置１１０は、軸受部１０４が支持スプリング１０８によって傾斜可能に支持されて
いる。
【００１７】
　モニタＭの先端回転部１０１の先端部（図３における右側端部）には、掘削用のジェッ
ト噴流Ｊ２、Ｊ２（通常のジェット噴流：交差噴流を構成しないジェット噴流）を噴射す
る噴射ノズルＮ１、Ｎ１が設けられている。また、先端回転部１０１の側面には、ジェッ
ト噴流Ｊ２、Ｊ２で穿孔された孔を半径方向に拡径するため、交差噴流Ｊ１を形成する一
対のノズルＮ１、Ｎ１が設けられている。
　さらに先端回転部１０１は、後端部（図３における左側端部）に設けられた油圧モータ
１０５（駆動手段）によって、駆動されている。
【００１８】
先端回転部１０１は符号１０２で示す制御シリンダ部を有しており、該制御シリンダ部１
０２には、その外周部に半径方向に伸縮する姿勢制御用シリンダ１０６が設けられている
。（換言すれば、姿勢制御用シリンダ１０６は先端回転部１０１に設けられている。）こ
の姿勢制御用シリンダ１０６は、油圧モータ１０５による逆転時には、図示しないワンウ
エークラッチによって先端回転部１０１と共に回転するように構成されている。なお、図
示しないワンウエークラッチによれば、一方向の回転は伝達されるが、他方向の回転は伝
達されない。
制御シリンダ部１０２の後方（図３では左方）には、油スイベル部１０３が設けられて制
御シリンダ駆動用の油が供給されており、そして前記軸受部１０４を隔てた後方には水ス
イベル部１０７が設けられて水が供給されている。
【００１９】
次に、図４～図６を参照し、軌道修正方法を説明する。
まず、図４には、直線掘進時の状態が示されている。先端回転部１０１は、油圧モータ１
０５によって正回転（Ａ）で駆動され、その噴射ノズルからジェット噴流Ｊ１、Ｊ２が噴
出されて掘削が行われ、鋼管１１５は直線で推進される。
【００２０】
図５～図８には軌道修正の状態が示されている。まず、図５に示すように、油圧モータ１
０５を逆回転すると、図示の実施形態においては逆回転方向はワンウエイクラッチの作動
方向であるので、図示しないワンウエイクラッチの作動により制御シリンダ部１０２が（
逆）回転（図５の矢印Ｃ）し、制御シリンダ部１０２の外周部に設けられた制御用シリン
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ダ１０６を、修正方向の逆方向に向けて停止させる。すなわち、制御用シリンダ１０６を
周方向の所定位置まで回転移動させる。
そして、図６に示すように、制御用シリンダ１０６を伸長して内管１１７内周に当接させ
ると、モニタ１１０はスプリング１０８で支持されているので、容易に所定角度に傾斜さ
せることができる。
【００２１】
そこで油圧モータ１０５を正回転させ（矢印Ａ方向）、ジェット噴射して推進を再開する
と、図７に示すように符号ａ側が（クロスジェットＪ１による）余堀量が少なくなり、且
つ、外管１１６の符号ａ側の領域が地盤に対して「そり」の様に作用して、矢視Ｘ方向に
軌道が修正される。
軌道の修正が完了したら、制御用シリンダ１０６を縮め、モニタ１１０の傾斜を戻す。そ
して、油圧モータ１０５を正転駆動（矢印Ａ方向）して、直線掘進を再開する（図６）。
【００２２】
　上記軌道修正方法の制御手順を、図９のフローチャートを参照しつつ、さらに説明する
。
　推進開始は、まずステップＳ１１でジェット噴射を行い、ステップＳ１２にて油圧モー
タ１０５の正転によって先端回転部１０１を回転させる（図４）。
【００２３】
そして、ステップＳ１３では、軌道修正が必要か否か判断し、ＮｏであればステップＳ１
９へ進み、Ｙｅｓであれば、ステップＳ１４に進む。
なお、軌道修正が必要であるか否かについては、ジャイロ或いはロケータ等を使用する公
知技術により、判断することが可能である。
【００２４】
ステップＳ１４では、軌道修正のために、まず油圧モータ１０５を逆転（ワンウェイクラ
ッチが作動する回転方向）させて、姿勢制御用シリンダ１０６を所定の方向に向ける（図
５の状態）。
そして、ステップＳ１５で、姿勢制御用シリンダ１０６を伸ばしてモニタ１１０を傾ける
（図６で示す状態）。
次に、ステップＳ１６に進み、油圧モータ１０５を正転させ、先端回転部１０１を回転し
て推進する。
【００２５】
ステップＳ１７では軌道が修正されたか否か判断し、Ｎｏであれば、ステップＳ１４に戻
って軌道の修正ルーチンを繰り返し、Ｙｅｓであれば、ステップＳ１８に進んで姿勢制御
シリンダ１０６を縮め、モニタ１１０の傾きを戻す。
ステップＳ１９では、掘進の目標に到達したか否か判断し、到達していなければ（ステッ
プＳ１９がＮｏ）、ステップＳ１２に戻る。一方、掘進の目標位置に到達したのであれば
（ステップＳ１９がＹｅｓ）、推進を終了する。
【００２６】
　図３－図９で説明した推進機の軌道修正装置では、掘削手段が噴射ノズルＮ１、Ｎ２を
有するモニタ１であり、噴射ノズルＮ１、Ｎ２からの交差噴流Ｊ１、Ｊ２により地盤を掘
削しつつ推進する場合に関するものである。
　これに対して、掘削手段として機械的な掘削用ビットを用いている推進機の軌道修正装
置が、図１０、図１１で示されている。
【００２７】
　図１０及び図１１においては、全体を符号Ｍａで示す掘削用部材の先端回転部１０１ａ
には、掘削用ビット１５０が設けられており、該ビット１５０の円形の端面の切羽側には
掘削用チップ１５２が複数設けられている。
　ここで、図１０は直進時を示しており、姿勢制御用シリンダ１０６は収縮した状態とな
っている。これに対して、図１１は軌道修正時を示しており、姿勢制御用シリンダ１０６
は伸長している。
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　図１０、図１１の軌道修正方法及び装置における掘削手段以外の構成及び作用効果につ
いては、図３－図９の推進機の軌道修正装置と同様である。
【００２８】
なお、図示の実施形態はあくまでも例示であり、本発明の技術的範囲を限定する趣旨の記
載ではない。
【００２９】
【発明の効果】
本発明は、以上説明したように構成され、以下の効果を奏する。
（１）　視準可能範囲では簡易かつ確実な自動追尾手段によって位置検知ができる。
（２）　自動追尾手段によって視準不能な長距離、曲線あるいは管の撓みが生じた場合に
おいても、ジャイロまたはロケータのいずれかによる位置計測に切換えられ、確実に位置
検出ができる。
（３）　その場合には、より正確な計測が選択され、また、測定不能、あるいは繁雑な処
理を避けることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の構成を示す斜視図。
【図２】本発明の推進機の軌道修正装置の実施態様の手順を示すフローチャート図。
【図３】本発明の推進機の軌道修正装置の構成を示す断面図。
【図４】図３の装置を用いた直線掘進時を示す断面図。
【図５】図３の装置における制御シリンダの回転状態を示す断面図。
【図６】図３の装置において制御シリンダの伸長によるモニタ傾斜状態を示す断面図。
【図７】図３の装置におけるモニタ傾斜による軌道修正の推進状態を示す断面図。
【図８】図３の装置における直進再開推進状態を示す断面図。
【図９】図３の装置を用いた軌道修正のフローチャート図。
【図１０】本発明の別の推進機の軌道修正装置の直線掘進時を示す断面図。
【図１１】図１０の推進機の軌道修正装置における制御シリンダの伸長によるモニタ傾斜
状態を示す断面図。
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